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妊婦の方々が、費用やサービスを踏まえて適切に出産施設を選択できる環境を整備するため、
全国の出産施設に関する情報の提供を行うWebサイトを厚生労働省が開設・運営します。

トップページから、エリアや
条件を指定して出産施設の
検索を行えます。

それぞれの施設の詳細情報が
個別ページで表示されます。

条件に該当する出産施設の
一覧が表示されます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/birth-navi/

掲載内容

掲載施設数

出産施設ごとの特色・サービスの内容等に関する情報と、
出産費用等に関する情報を併せて公表します。

（施設の概要）

施設種別、病床数、年間の分娩取扱件数、専門職の人数など

（サービスの内容）

助産師外来、院内助産、産後ケア、無痛分娩の有無など

（費用等の情報）

平均入院日数、出産費用の平均額など

全国2,043施設の情報を掲載 （運用開始時点）

※年間分娩取扱件数が21件以上の施設の約96％に加え、
20件以下の施設も任意で情報掲載

- 2024年５月30日公開 -



妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会の設置について

「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）において、『2026年度を目途に、出産費用（正常分娩）の保険適用の導入を
含め、出産に関する支援等の更なる強化について検討を進める』とされたことを踏まえ、妊娠・出産・産後に関する様々な支援等

の更なる強化の方向性について具体的な検討を行うべく、有識者の参集を得て検討会を開催する。

（１）出産に関する支援等の更なる強化策について

・ 医療保険制度における支援の在り方について

・ 周産期医療提供体制の在り方について など

（２）妊娠期・産前産後に関する支援等の更なる強化策について

（３）その他

検討事項構成員

・ 本検討会は、厚生労働省医政局長及び保険局長並びにこども

家庭庁成育局長が開催する。

・ 本検討会の庶務は、厚生労働省医政局地域医療計画課並びに

保険局保険課及び医療課並びにこども家庭庁成育局母子保健課

において処理する。

事務局

※ 必要に応じ、構成員以外の学識経験者及び実務経験者等の出席を求める
こととする。 3
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